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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 5月14日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 6月29日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元  1,000株）

1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績                     (百万円未満を切り捨てて表示しています)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       32,118    △1.3         608    16.2         582     6.2

15年 3月期       32,549    △4.0         523   480.6         548－

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          296－           9.05－      2.5     1.6     1.8

15年 3月期         △246 －          △7.36 －     △2.1      1.5     1.7

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     32,710,419株 15年 3月期     33,459,823株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期           5.00          0.00          5.00         162    54.7     1.3

15年 3月期           3.00          0.00          3.00          98－      0.8

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       35,102      12,128     34.6         374.19

15年 3月期       35,972      11,685     32.5         355.37

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     32,411,622株 15年 3月期     32,883,661株
2.期末自己株式数 16年 3月期        709,658株        237,619株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       16,340         430         140          0.00－ －

通 期       32,900       1,000         350－           6.00          6.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          10円 80銭

業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に
つ き ま し て は 連 結 添 付 資 料 の ６ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。
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(2) 損益計算書
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(3) 利益処分案

当期未処分利益

任意積立金取崩額

固定資産圧縮積立金取崩額

利益処分額

1.配当金

2.任意積立金

固定資産圧縮積立金

次期繰越利益

(注) １．固定資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法に基づくものであり、固定資産圧縮積立金については法人税

　　　　実効税率変更による繰入額です。

 　　２．配当金は、自己株式 709,658株分を除いて計算しています。

(単位:百万円未満切り捨て)

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度
増 減 金 額

(15.4.1～16.3.31) (14.4.1～15.3.31)

合 計 428

Ⅰ

Ⅱ

428

0

Ⅳ 266 132

162

197230

Ⅲ

197

0

134

98 63

0

0

0

（１株につき５円）

                ―

230

（１株につき３円）

期   別
科   目
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重要な会計方針

有価証券の評 （１）子会社株式及び関連会社株式 （１）子会社株式及び関連会社株式

価基準及び評 … 移動平均法による原価法 同     左

価方法 （２）その他有価証券 （２）その他有価証券

① 時価のあるもの ① 時価のあるもの

… 当事業年度末の市場価格等に基づく時価法 同     左

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

  移動平均法により算定しています。）

② 時価のないもの ② 時価のないもの

… 移動平均法による原価法 同     左

デリバティブ デリバティブ…… 時価法 同     左

等の評価基準

及び評価方法

たな卸資産の 評価基準……原価法 同     左

評価基準及び 評価方法

評価方法 商品、製品、半製品、原材料、仕掛品……

    貯蔵品  ………………………

固定資産の減 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産

価償却の方法 四日市工場及び研究設備他 …… 定率法 同     左

大潟工場及び滋賀工場 …… 定額法

  なお、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法を採用しています。

  主な耐用年数は次のとおりです｡

建物及び構築物   １０～４７年

機械装置及び運搬具   ７～１０年

（２）無形固定資産………定額法 （２）無形固定資産

  ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社 同     左

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しています。

（３）長期前払費用………定額法 （３）長期前払費用

同     左

外貨建の資産   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により 同     左

及び負債の本 円貨に換算し、為替差額は損益として処理しています。

邦通貨への換

算基準

引当金の計上   各引当金の計上理由、計算の基礎その他の設定の根拠   各引当金の計上理由、計算の基礎その他の設定の根拠

基準 は次のとおりです。 は次のとおりです。

（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい 同     左

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しています。

（２）賞与引当金 （２）賞与引当金

  従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度末にお 同     左

ける賞与支給見込額を計上しています。

（３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

います。 います。

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従   なお、会計基準変更時差異（5,213百万円）について

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に は、３年による按分額を費用処理していましたが、当

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年 事業年度末において費用処理は終了しました。

度から費用処理することとしています。   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り翌事業年度から費用処理することとしています。

6

4

月 次 総 平 均 法

最 終 仕 入 原 価 法

5

3

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日
1

2

期 別 当事業年度 前事業年度

（
自 平成15年4月 1日

） （
自 平成14年4月 1日

）
項 目
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（４）役員退職慰労引当金 （４）役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、支給内規に基 同     左

づき要支給額を計上しています。

リ－ス取引の   リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるも 同     左

処理方法 の以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

ヘッジ会計の （１）ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

方法   繰延ヘッジ処理によっています。 同     左

  ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップにつ

いては、特例処理によっています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段… 金利スワップ 同     左

  ヘッジ対象… 借入金

（３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針

  今後想定される金利上昇局面に備えるため、限定取組 同     左

額の変動金利のリスクヘッジのため金利スワップを行っ

ています。また、リスクヘッジの手段としてのデリバデ

ィブ取引は、金利スワップ取引のみ行うものとしていま

す。

（４）ヘッジ有効性の評価方法 （４）ヘッジ有効性の評価方法

  当社は、特例処理によっている金利スワップについて 同     左

は、有効性の評価を省略しています。

その他財務諸 （１）消費税等の会計処理の方法 （１）消費税等の会計処理の方法

表作成のため 　消費税等の会計処理は税抜方式によっています。 同     左

の基本となる

重要な事項 （２）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平成14年4月1日以降に適用

されることになったことに伴い、当事業年度から同会計

基準によっています。これによる当事業年度の損益に与

える影響は軽微です。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しています。

（３）１株当たり情報

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平

成14年4月1日以降開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、当事業年度から同

会計基準及び適用指針によっています。なお、これによ

る影響については、「１株当たり情報に関する注記」に

記載しています。

8

9

項 目 至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

7

前事業年度

（
自 平成15年4月 1日

） （
自 平成14年4月 1日

）

期 別 当事業年度
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注記事項

（貸借対照表関係）

有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円

工場財団 工場財団

は､１年以内に返済する長期借入金 2,351百万円、 は､１年以内に返済する長期借入金 2,459百万円、

長期借入金 4,575百万円の担保に供しています。 長期借入金 4,827百万円の担保に供しています。 

投資有価証券のうち700百万円（帳簿価額）は１年 投資有価証券のうち366百万円（帳簿価額）は１年

以内に返済する長期借入金 0百万円の担保に供して 以内に返済する長期借入金 3百万円、長期借入金

います。 0百万円の担保に供しています。

千株 千株

  ただし、株式の消却が行われた場合には、これに   ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めています。 相当する株式数を減ずる旨定款で定めています。

発行済株式総数 千株 発行済株式総数 千株

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 　当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

709,658株である。 237,619株である。

関係会社に対するものが次のとおり含まれています。 関係会社に対するものが次のとおり含まれています｡

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

次の債務保証を行っています。 次の債務保証を行っています。

ＰＴ．ＤＡＩ－ＩＣＨＩ ＰＴ．ＤＡＩ－ＩＣＨＩ

ＫＩＭＩＡ ＲＡＹＡ ＫＩＭＩＡ ＲＡＹＡ

当社のほか６社の連帯保証総額889百万円 当社のほか６社の連帯保証総額994百万円

のうちの当社負担分です。 のうちの当社負担分です。

受取手形割引高 百万円 受取手形割引高 百万円

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は319百万円

です。

普 通 株 式 102,110

33,121

（外貨建）

計

（注）*1

〃

127*1 ㈱ 京 都 環 境 保 全 公 社 〃

従 業 員 銀 行 提 携 借 入 金

8 1,599

9 9

債務保証の

種 類

売 掛 金

未 収 入 金

そ の 他

488

102

50

保 証 先 保証金額

買 掛 金

未 払 金 5

495

8

保証金額

そ の 他

7

未 払 金 44

1,599

142*1 ㈱ 京 都 環 境 保 全 公 社

百万円

〃

432

48

867

（注）*1

計

銀行借入金

（外貨建）

〃16

59

銀行借入金3,600千US$

種 類
保 証 先

従 業 員 銀 行 住 宅 借 入 金

有 限 公 司

500千US$

52

天 津 達 一 琦 精 細 化 工

53

銀行借入金

*4

7

*6

*2

*3

*5

1,008

機 械 及 び 装 置

科 目 帳 簿 価 額

建 物

構 築 物

百万円2,754

922

2,855

帳 簿 価 額

建 物 2,907 百万円

No No当 事 業 年 度 ( 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在 )

2,394

前 事 業 年 度 ( 平 成 15 年 3 月 31 日 現 在 )

*1 *1

23,62124,187

科 目

9,166

594

授権株式総数

受 取 手 形

普 通 株 式

普 通 株 式

103,300

計

*2

機 械 及 び 装 置

土 地

計 8,477

2,405

2,394

授権株式総数

受 取 手 形

構 築 物

土 地

*3

*4

485

*5

普 通 株 式

買 掛 金

*6

115

586

93

502売 掛 金

未 収 入 金

第 一 セ ラ モ 126 銀行借入金

銀行借入金

18

債務保証の

銀行借入金

銀行借入金

400千US$

従 業 員 銀 行 提 携 借 入 金

有 限 公 司

従 業 員 銀 行 住 宅 借 入 金

天 津 達 一 琦 精 細 化 工

694

（外貨建）

第 一 セ ラ モ 168

銀行借入金

百万円

317 （外貨建）

33,121

3,000千US$
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（損益計算書関係）

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

百万円 百万円

  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。 ています。

百万円 百万円

百万円

　匿名組合分配金は、土地流動化処分のため設立され 同     左

た特別目的会社（㈲千本アセット）への匿名組合出資

に対する分配金です。

  土地売却益は、特別目的会社を使用した土地流動化

処分により発生したものが 1,173百万円含まれていま

す。

  機械装置等の既存設備の改廃による除却損及び撤去   機械装置等の既存設備の改廃による除却損及び撤去

費用です。 費用です。

  たな卸資産処分損は、品質重視の考え方に基づき

新たな基準として「たな卸資産廃棄処理ガイドライ

ン」を設定したことによって発生した処分損であり

内訳は次のとおりです。

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

*4

1,929

16

*2

減 価 償 却 費

*4

退 職 給 付 費 用

役員退職慰労引当金繰入額

60

232

No

半 製 品 等 へ の 振 替 高

105

194

79

380

*１

固 定 資 産 賃 貸 料

役員退職慰労引当金繰入額

減 価 償 却 費

評 価 損 お よ び 廃 棄 損

合 計

経 費 振 替 高

*2

運 賃 及 び 荷 造 費

給 与 手 当

受 取 配 当 金

1,158

賞 与

製 品

*6

*7

賞 与 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費 用220

12

研 究 開 発 費

41

1,929

合 計 356

*6

運 賃 及 び 荷 造 費 1,249

給 与 手 当

自 平成15年4月 1日

62

賞 与 引 当 金 繰 入 額 51

）
至 平成16年3月31日

*１ 半 製 品 等 へ の 振 替 高

（

*3

No
当事業年度

評 価 損 お よ び 廃 棄 損

経 費 振 替 高

（ ）

102

38

合 計 100

廃 棄 費 用 22

14

995

賞 与

21

39半 製 品

3

仕 掛 品

原 材 料

117

125

*3

受 取 配 当 金 62

36

研 究 開 発 費

1,965

1,965

0

1,223

至 平成15年3月31日

前事業年度

自 平成14年4月 1日

212

*5
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（リース取引関係）

 １. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの １.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 以外のファイナンスリース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

  及び期末残高相当額   及び期末残高相当額

  なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有 同　　　左

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しています。

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ－ス 同　　　左

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。

③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額

百万円 百万円

百万円 百万円

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額 同　　　左

法によっています。

 ２.オペレーティング・リース取引  ２.オペレーティング・リース取引

（借主側） （借主側）

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

（有価証券関係）

  前事業年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）及び当事業年度（自平成15年4月1日 至平成16年3月31日）におけ

る子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

188

328

１ 年 超 435

合 計 615

１ 年 以 内

451 263

805 476

5

339 200 138

14 12 1

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

160

180

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累計

相 当 額

期 末 残 高

（百万円）

１ 年 超

自 平成15年4月 1日
）

至 平成16年3月31日

前事業年度

92

（百万円） （百万円）

減価償却累計 期 末 残 高

（百万円）

至 平成15年3月31日

１ 年 超 615

合 計

合 計

180

減 価 償 却 費 相 当 額

113

113

197

１ 年 以 内

796

（百万円）

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

103

225

当事業年度

（

94

103

１ 年 以 内

１ 年 超

相 当 額

合 計

１ 年 以 内

103

合 計 328

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額 103

相 当 額

（百万円）

26

支 払 リ ー ス 料

（

253

自 平成14年4月 1日

相 当 額 相 当 額

取 得 価 額

）

21

100

合 計 769 571 197

工 具 器 具 備 品 490 389
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（税効果関係）

①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 ①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  (繰延税金資産)   (繰延税金資産)

退職給付費用否認額 百万円 退職給付費用否認額 百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 百万円 賞与引当金損金算入限度超過額 百万円

役員退職慰労引当金否認額 百万円 役員退職慰労引当金否認額 百万円

みなし配当金 百万円 みなし配当金 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 百万円

投資有価証券評価損否認額 百万円 投資有価証券評価損否認額 百万円

関係会社株式評価損否認額 百万円 関係会社株式評価損否認額 百万円

未払事業税否認額 百万円 未払事業税否認額 百万円

繰越欠損金 百万円 繰越欠損金 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円 その他有価証券評価差額金 百万円

その他 百万円  その他 百万円

  繰延税金資産合計 百万円   繰延税金資産合計 百万円

     (繰延税金負債)      (繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金 百万円 固定資産圧縮積立金 百万円

合併評価益（土地） 百万円 合併評価益（土地） 百万円

その他有価証券評価差額金 百万円 その他有価証券評価差額金 百万円

  繰延税金負債合計 百万円   繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円 繰延税金資産の純額 百万円

　繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれています。 　繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれています。

  流動資産   流動資産

繰延税金資産 百万円 繰延税金資産 百万円

  固定資産   固定資産

繰延税金資産 百万円 繰延税金資産 百万円

②法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に ②法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

  重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目   重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目

  別の内訳   別の内訳

法定実効税率 ％ 当事業年度は、当期純損失であるため、注記を省略しています。

（調整）

税務上の繰越欠損金の利用 ％

交差費等永久に損金に算入されない項目 ％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％

その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

③繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率

　は、前期 42％、当期 40.58％であり、当期における税率の変

　更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し

　た金額）が 28百万円減少し、当期費用計上された法人税等の

　金額が同額増加しています。

1.61

52.82

40.58

12.99

4.23

△ 6.59

132

694

1,132

前事業年度
自 平成14年4月 1日

）

  －

110

827

109

29 25

  － 6

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

当事業年度

11

82

115

118

10

  － 0

379

77

1,389

132

298

43

588△         

1,978

115

4△          

584△         

  －

（
自 平成15年4月 1日

） （

1,633

1,257

826

584△         

4△          

218△         

806△         

115
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額 銭 １株当たり純資産額 銭

１株当たり当期純利益 銭 １株当たり当期純損失 銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していません。 ては、１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在

株式が存在しないため記載していません。

　当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しています。

　なお、これによる影響は軽微です。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当期純利益又は当期純損失（△） 百万円 百万円

普通株主に帰属しない金額 百万円 百万円

普通株式に係る当期純利益又は
普通株式に係る当期純利損失（△）

期中平均株式数 千株 千株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

9

374

円

355円 19

円 365 7

円 37

前事業年度

（
自 平成15年4月 1日

） （
自 平成14年4月 1日

）
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

当事業年度

当事業年度

（ ）
自 平成15年4月 1日

至 平成16年3月31日

前事業年度

（
自 平成14年4月 1日

）
至 平成15年3月31日

296

  －

百万円

32,710

246△           

  －

33,459

296 百万円 246△           
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１．新任取締役候補

２．新任監査役候補

３．退任予定取締役

４．退任予定監査役

５．昇格

（現 常務取締役
     事業本部事業研究本部長 兼 樹脂材料研究部長
     兼 開発研究本部長 兼 新事業企画部長
     兼 総合企画本部ＮＳ事業担当）

※は平成１６年４月２３日付で発表済みです。

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

（相談役）

大  谷    隆  允  ※

監査役(非常勤)

植  田    武  彦  ※取締役相談役

坂  本    隆  司

長  岡    壽  男  ※ 

     総務経理本部長 兼 人事本部担当）

佐  伯    周  二

（現 取締役
曽  根        潔

     総合企画本部長 兼 海外事業部担当）
（現 取締役

監査役(常勤) （現 理事  秘書室長）

（現 理事  開発研究本部副本部長
取 締 役

 　　　　　兼 京都エレックス株式会社代表取締役社長）

森  下    正  朗  ※

役 員 の 異 動
（平成１６年 ６月 ２９日付予定）

取 締 役 （現 理事  生産本部長） 堀  田    寛  史  ※

（現 理事  事業本部東部営業本部長 兼 新製品開発部長）取 締 役 鈴  木    直  文  ※

末  廣    雅  利  ※
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